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業界横断EDI仕様バージョンアップについての検討依頼

当協会では業界横断EDI仕様v2.0をベースにして拡張版メッセージの開発を進めています。この作業に際して下記のテーマについて検討が必要になりました。SIPSとしての方向付けをお願いします。

１．国連／CEFACT標準辞書にない情報項目の扱い
(1) 現状の国連／CEFACT標準辞書にはないが、今後標準辞書に追加が妥当と考えられる情報項目の取り扱い手順を決めていただきたい。
(2) 国際標準化には時間がかかると予想されるので、それまでの間SIPSで仮発番する仕組みを検討していただきたい。（追加希望情報項目は添付資料参照）

２．業界固有情報項目の扱い
(1) 業界や企業の取引上必要であるが、国際標準辞書に組み込むほどの汎用性はない情報項目も存在する。中小企業拡張版はこれらの情報項目を注釈クラスに組み込む方式を検討している。SIPSとして業界横断EDI仕様に準拠するEDIメッセージに業界や企業固有の情報項目を組み込むことを認めるか？
(2) 中小企業拡張版ではユーザー企業のEDIメッセージはCSV形式でEDIプロバイダーとの間でアップロード、ダウンロードされ、EDIプロバイダーがCSVを業界横断EDI仕様フォーマットへ変換するケースが多くなると予想している。
CSVの場合、複数の注釈項目の順番を指定することが必要になるが、注釈項目を組み込む複数の注釈クラスに識別子を付与してCSVの順番を指定する方式を検討している。業界横断EDI基本仕様に注釈識別子を組み込むことを提案したい。

３．拡張版メッセージ共有化の仕組み
(1) 今後、拡張版メッセージは国内外で業界ごとに多数開発されると予想され、どの業界でどのようなメッセージが利用されているかを公開するリポジトリーが必要になると考えられる。SIPSにおいて日本版リポジトリーを先行して立ち上げられないか？
(2) 多様な拡張版メッセージをEDIプロバイダーや業務アプリケーションが判断するためには、拡張版に識別子を付与することが必要になる。拡張版識別子をEDIメッセージに組み込む仕組みをSIPSとして標準化していただきたい。次の2案が考えられる。
【Ａ案】EDIメッセージの中に入れる
【Ｂ案】EDIメッセージの通信エンベロープに入れる
通信エンベロープ仕様はSIPSのどのTFで取り扱うか？

４．取引証跡としてのEDIデータ保存について
(1) 中小企業取引は下請法の規定により、注文には必ず取引証跡を保存することが求められる。これまでは紙注文書が取引証跡として保存されてきたが、EDIへ切り替えた場合に紙注文書と同等の取引証跡としてEDIデータ利用が必須の要件となる。
しかし、中小企業に電子帳票保存法を満たす社内情報システム管理を要求することは困難なので、中小企業へEDIを普及させるためにはEDIプロバイダーが電子帳票保存法を満たすサービスを提供することが必要になる。本件をSIPSで取り上げるか？
(2) 本件をSIPSで取り扱う場合、どのTFで取り組めばよいか？

５．EDIメッセージのエラー問題
(1) EDIのメリットを生かすためにはEDIメッセージのエラーを、人手を介さず自動的に処理することが必要になる。EDIエラーは次の階層に分類される。
【通信レイヤー】、【シンタックスレイヤー】、【アプリケーションレイヤー】

通信レイヤーエラーについては国際標準が確立しており、EDIプロバイダーの提供サービスにエラー処理は組み込まれている。シンタックスレイヤーについては通信プロトコルごとに規定されており、EDIプロバイダー間の協議に任されている。
一方アプリケーションエラーは現状において規定がない。
SIPSでEDIエラー問題を取り上げるか？SIPSで取り上げる場合、どのTFで取り組めばよいか？
(2) 今後、業界横断EDI仕様にはアプリケーションエラーを取り扱える仕組みを追加することを提案したい。エラー内容は業界ごとに異なる規定となることも予想されるので、内容の検討は各業界に任せ、エラー情報を送受信するための情報項目追加の検討を国際／業界EDI-TFで行ってはどうか？

６．中小企業共通EDI仕様の今年度の計画
(1) 中小企業共通EDI仕様のバージョンアップと拡張版メッセージの追加
1 SIPS業界横断EDI仕様v2.0バージョンアップに連動したバージョンアップを行う。
2 中小企業共通EDI仕様の追加拡張版として「中小商社購買EDI仕様」(案)を策定した。建設業へ関連資材を供給する卸業界で広く利用できる仕様とすることを考慮した。
3 中小製造業拡張版に見積依頼／見積回答、検収（買掛一覧）、インボイスのEDIメッセージを追加する。
(2) 区分リストの策定
中小企業共通EDIの区分定義を策定する。
(3) 中小企業共通EDI仕様ガイドラインの作成
現状の紙取引プロセスから中小企業共通EDIに摘要するための留意点をガイドラインとしてとりまとめを行う。
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